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序章 はじめに 
0.1 研究の背景・⽬的 
 本研究は、空き家や空地を含む細分化された宅地が統
合され、超⾼層マンションへと再開発された街区に着⽬
し、その⼟地が再開発に⾄った要因と経緯を明らかにす
ることを⽬的とする。再開発の背景には政策的意図や⼟
地所有者、デベロッパーの意向といった不可視の要素が
存在するが、⼟地利⽤の変遷を地図によって時系列的に
分析することで、街区の衰退を引き起こした客観的な要
因を明らかにすることができると考える。 
0.2 研究⽅法 
 『ゼンリン住宅地図』を⽤いてその発⾏当初である
1960 年から超⾼層マンション建設までの⼟地利⽤の変
遷を調査し、それらを類型化する。それにより前述した
細分化された宅地からなる衰退した街区のまとまりが
統合されて超⾼層マンションが建設された⼟地を発⾒
する。その後、発⾒したそれらの⼟地についてのより詳
細な⼟地利⽤の変遷の調査を⾏うために、複数の街区が
統合された対象地といくつかの同規模程度の街区のま
とまりとの⼟地利⽤の変遷を⽐較し、対象地の何が特異
的であるのかを明らかにする。 
0.3 研究対象 
 研究対象を東京 23 区内に存在する、かつ 2026 年ま
でに建設された⾼さが 150 メートル以上の超⾼層マン
ション建設地とする。これに該当するものは全 61 件で
ある。そのなかから、空地や空き家を含む細分化された
宅地のみからなる衰退した街区のまとまりを発⾒した
(中央区⽇本橋、中央区⽉島、新宿区富久町、港区⽩⾦)。
そのうちの中央区⽇本橋と新宿区富久町の 2 件をより
詳細に⼟地利⽤の変遷を分析することとする。 
0.4 研究の流れ 
 第１章では現代の都市の⼈⼝流動性の過激化がどの
ようにもたらされたかについての⽂献調査をおこなう。
第 2 章では、超⾼層マンション建設地について、それが
建設される前の⼟地の利⽤の変遷をもとに類型化をお
こなう。第 3 章では、前章での類型化により抽出された
空き家と空地を含む細分化された宅地のなかから、中央
区⽇本橋と新宿区富久町の 2 件を空地・駐⾞場という観
点から分析する。第 4 章では、その考察をもとに設計提
案をおこなう。第 5 章では、本研究の意義と限界、そし
て総論を述べ、それを結論とする。 
第 1 章 空間と共同体 
 産業資本主義以前の共同体は、アジア的形態、古典古
代的形態、ゲルマン的形態の三つに⼤別され、これらに
共通する特徴として、①共同地を有すること、②共同態
規制を伴うことが挙げられる。この段階において、「⼟
地」は共同体成⽴の物質的基盤であり、⽣産諸⼒の発展
により私的所有の契機が拡⼤する中で、共同体は⾼度化
していった 1。⼀⽅、産業資本主義の到来により、ルタ
ーによるプロテスタンティズムと出版資本主義（print 
capitalism）が結びつき、俗語を⽤いたメディアが広が
り、同時性を共有する領域が形成される。これにより、

中⼼と周縁の関係は崩れ、均質な時間を共有する近代国
家の原型が⽣まれた 2。こうして技術と中央集権が進展
する中、かつての場所固有のアイデンティティは失われ、
没場所性に覆われた空間へと変容した 3。この空間では、
かつての共同体に⾒られた場所への帰属意識は消失す
るに⾄る。その現象の極地として、超⾼層マンションな
どに現る現代の過激化する⼈⼝流動性へと⾄る。 
第 2 章 超⾼層マンション建設地の類型化 
2.1 ⽬的と⽅法 
 研究対象全 61 件の超⾼層マンションの建設前の⼟地
利⽤の変遷を追うことで、それら対象地を類型化する
(表 1)。それにより、そこに「なぜ」超⾼層マンション
の建設がおこなわれたかを系譜的に眺めることができ
ると同時に、そのおおまかな傾向とその妥当性をつかむ
ことができる。それを通して、超⾼層マンションが建設
された⼟地から<衰退した街区のまとまり>を抽出する
ことにつながる。 

表 1:対象となる超⾼層マンションとその分類(筆者作成) 

 
2.2 類型化 
 対象地全 61 件を調査しデータシートにまとめた結果、
<⼤型跡地型>と<街区統合型>の 2 つのタイプに類型
化することができた。後者はさらに<A 型(空地+宅地
型)>、<B型(付随型)>そして<C型(宅地型)>の３つの
タイプに分けることができた。 
(1) ⼤型跡地型 
 跡地型は 61 件中 38件を占め、主に豊洲、晴海などの
埋⽴地である臨海部に⾒られ、産業跡地などの⼤規模な
⼟地が分割されたものである。内訳としては⼯場跡地
(29 件)がほとんどであるが、鉄道跡地(3 件)、オフィス
跡地(2 件)、⾏政跡地(1 件)、都営アパート跡地(3 件)と
内陸部にも⾒られる。全てに共通するのは⼤規模な⼟地
があらかじめ確保されており、その機能が形骸化すると
超⾼層マンション建設は⼈⼝の確保という⾯から都合
がよいため、それに取って代わられるということである。 
(2) 街区統合型 
 宅地型は全 61 件中 22 件を占め、⼤型跡地型とは異
なり、細分化された宅地などから構成されるいくつかの
街区を統合して⾯積を確保するというものである。その
プロセスは以下の三つに分かれる。 
・A型(空地+宅地) 
 8 件⾒られ、<街区統合型>のなかでも細分化された
宅地と公園、都営アパートそして教育施設の跡地といっ
た⽐較的⼤きな⼟地(空地)を含む街区の統合が特徴と



して⾒られる。 
・B型(付随型) 
 11 件⾒られ、駅前の再開発事業、道路の新設に伴う
再開発事業など何らかの開発事業に付随して⽣じる、い
わば⼆次的なものある。 
・C型(宅地型) 
 4 件⾒られ、<街区統合型>のなかでも他のタイプと
は異なり、街区のまとまりが衰退する以前は細分化され
た純粋な宅地で構成されたものである。ゆえに、他のタ
イプとは異なり、開発に⾄った明確な要因を⾒つけるこ
とは困難である。 
第 3 章 衰退した街区における⼟地利⽤の変遷 
3.1 ⽅法と対象 
 前章での類型化により、空地を含む細分化された宅地
からなるもの(C型)4 件を抽出することができた。本章
では分析対象をそのうちの 2 件(中央区⽇本橋と新宿区
富久町)とする。年代別の地図を⽤いて、空地・駐⾞場の
動向に着⽬することで対象地とその周辺街区とを⽐較
しながら分析をし、その地域の衰退した理由を明確にす
る(図 1、図 2)。 

 
図 1:分析⽅法の例(ゼンリン住宅地図をもとに筆者作成) 

 

図 2:駐⾞場・空地の通時的分析(筆者作成) 
3.2 考察 
 分析から、街区統合型の開発⼿法が地域の衰退を促進
する⼀因となっていることが明らかになった。具体的に
は、街区に衰退の兆しが現れると<再開発への機運>と
<空地・駐⾞場の増加>との負のフィードバック作⽤が
形成され、その作⽤が隣接する街区へと波及する。この
結果、広範囲での衰退が進⾏し、やがて街区統合をとも
なう形での再開発事業へ⾄ることが確認された。また、

空地や駐⾞場の規模と位置関係が街区統合をともなう
開発を前提とした⼟地の更新を必然的にすることも問
題である。特に、道路幅員が 4 メートル程度の狭隘な道
路に囲まれる空地や駐⾞場が形成されると、道路斜線の
影響が⼤きいため、そこがある程度の⾯積であったとし
ても、そこに建物が建てるということの選択が難しくな
ると考えられる。ゆえに道路幅員の⼤きいものに接する
街区の統合を伴う開発⼿法のみが選択肢として残るた
め、それがおこなわれるまではその状態を保つことで、
先の負のフィードバック作⽤を強化させる。まとめると
①<再開発への機運>と<空地・駐⾞場の増加>との負の
フィードバック作⽤、②道路斜線の厳しい環境にある⽐
較的規模の⼤きな空地・駐⾞場、この⼆つをともにみた
す場所では、建物を建てることへの動機が削がれるため、
いずれ訪れると想定される再開発への準備の動機へと
つながるということがわかった。 
第 4 章 設計 
 上記 2 つのものをみたす場所を選定した結果として、
設計対象地を、現在はコインパーキングとして利⽤され
ている新宿区 6丁⽬の⼀画とする(図 3)。衰退する街区
における、いわば処⽅箋のような効果を期待できるプロ
グラムを挿⼊する。 
 本提案は、狭隘な道路に挟まれる三つの駐⾞場を対象
としており、街区統合を伴う開発に代わり、これらの道
路をまたぐ敷地を適切な形で統合することで、上記のよ
うな環境にある⼟地の開発を誘導するものとする。 
 プログラムについては、衰退した街区の刷新を避けつ
つ多様な⼈々を引き寄せ、⽣活に根ざした場を創出する
ことを⽬的とする。周辺は学校、オフィス、⾼層マンシ
ョンそして団地など多様な⼈⼝構成を有するため、⼀つ
の機能に限定せず、様々な動機を持つ⼈々が訪れる場と
する必要がある。そのため、明確な機能を持たない<⽴
体公園>を挿⼊する。また、社会的弱者と呼ばれる⾼齢
者や単⾝世帯が多いことから、<料理><⽣涯教育><ラ
ンドリー><園芸>などを組み合わせることで、多様な⽤
途に対応した⽣活の場を提供し、経済成⻑に依存しない
⽣活の維持を主眼に置き、就労と⽣活を両⽴する空間を
設計する。さらに、新規の⼀定⼈⼝を確保するため<ハ
ウス>と<シェアハウス>を設け、前者は⾃然光を取り⼊
れた治癒空間として精神疾患を抱える⼈々の回復を⽀
援し、後者は運営に携わる若者を対象とする。このよう
に多様な層を受け⼊れ、⽇常⽣活を中⼼とした場を形成
することで、街区全体の再⽣を図る。 

 
図 3:設計対象地の周辺環境(筆者作成) 
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